
（様式２）

施策評価（令和３年度） 施策評価調書

１　施策のねらい（施策の目的）

２　施策の状況

２－１　代表指標の状況と分析

・

・

　※　指標の判定基準

　　「ａ」　：　達成率≧100％　 　「ｂ」　：　100％＞達成率≧90％　　　「ｃ」　：　90％＞達成率≧80％　　

　　「ｄ」　：　80％＞達成率　又は　現状値＞実績値（前年度より改善）　　「ｅ」　：　現状値＞実績値（前年度より悪化）

　　「n」　：　実績値が未判明

 戦略４　秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

 施策４－２　「食」がリードする秋田の活性化と誘客の推進

 幹事部局名 観光文化スポーツ部  担当課名 秋田うまいもの販売課

 評価者 観光文化スポーツ部長  評価確定日 令和３年８月26日

施策の方向性（１）～（４）

目標 1,260 1,280 1,290 1,300

実績 1,205 (1,401) (1,347) Ｒ３.８月判明予定 Ｒ４.８月判明予定

達成率 (106.9%) － －

出典：経済産業省「工業統計調査」 指標の判定 ( ａ ) ｎ ｎ

全国 44位 44位 (44位)

東北 ６位 ６位 (６位)

令和２年の実績値は未判明だが、公表されている最新の統計である元年速報値は1,332億円であ
り、２年の目標値の103.3％の水準に達している。

令和２年の食料品・飲料等製造品出荷額は、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、減
少する可能性が高い。

　「きりたんぽ」や「稲庭うどん」などの本県の特産品に加え、「ＡＫＩＴＡ雪国酵母」などのオリジナル酵母に
よる高品質な日本酒の開発促進や、本県独自の「あめこうじ」を活用した商品群の拡大などにより、市場での優位
性を確保するとともに、食品産業を牽引する意欲ある人材や食品事業者への支援等を通じ、商品力の向上を図りま
す。
　また、首都圏に加え、県産食品の更なる認知度向上が必要な関西、九州などの国内市場で販路を拡大するととも
に、海外市場への販路開拓を積極的に推進します。
　さらに、県産食品の輸出とインバウンド誘客の連携強化を図ることにより、海外における「秋田の食」のブラン
ド化と、食の魅力による海外からの誘客拡大の相乗効果が見込まれる取組を展開します。

代表指標① 年
現状値
（H27）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

食料品・飲料等製造品出荷額等（億円）
Ｈ28実績値　1,284
全国44位、東北６
位

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等
Ｒ３.８月
判明予定

Ｒ４.８月
判明予定
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２－２　成果指標・業績指標の状況と分析

・

・

・

２－３　施策の取組状況とその成果（施策の方向性ごとに記載）

（１）秋田の「食」の柱となるオリジナルな商品の開発とブランディング【秋田うまいもの販売課】

・

・

・

（２）食品製造業の競争力強化【地域産業振興課】

・

・

・

・

施策の方向性（１）～（４）

目標 639,000 697,000 761,000 831,000 

実績 537,688 652,823 (787,565) (734,551) Ｒ３.８月判明予定

出典：県秋田うまいもの販売課調べ 達成率 (123.2%) (105.4%) －

全国 － － － － －

東北 － － － － －

令和２年度の実績値は未判明であるが、最新の統計である元年度実績値は、２年度の目標値の
96.5％の水準であった。元年度の実績値の減少（平成30年度比）は新型コロナウイルス感染症の
影響により輸出実績が伸び悩んだことに起因する。

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う渡航制限等の影響により、輸出金額は減
少する見込みである。

本県が台湾、韓国、中国等において出展した商談会等を契機として現地における販路拡大に結び
付いた事例もある。

指標 代表①、成果①

スマイルケア食の表示許諾品目のうち、総合食品研究センターの技術提案等により、青マーク（健康維持上、
栄養補給を必要とする人向けの食品）で新たな品目が追加された（延べ11社53件<＋０社１件>）。

県内米加工事業者、農商工団体、県等が参画するあきたコメ活プロジェクト推進協議会を推進母体に秋田米を
使用した加工品のＰＲや商品開発等に取り組み、28種類の新商品が開発された<＋６種類>。

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

感染拡大の影響を受けて酒蔵の売上が減少したことから、県内の30蔵元が連携して実施する統一ラベルの清酒
（秋田旬吟醸2020）をオンラインで販売する企画への支援を行い、計16,200本（各蔵540本）の売上があったほ
か、同企画が全国レベルでマスコミに取り上げられた。

指標 代表①、成果①

県内食品製造事業者向けのマーケティングノウハウや製造管理手法等に関する人材育成講座のほか、前年度修
了者へのフォローアップ訪問及び講師による個別助言等を行った（講座等：２コース各４回<±０回>、修了
者：計30名<＋13名>）。

改善活動に取り組む県内食品製造事業者を支援したほか、改善活動を普及させる啓発セミナーを開催した（改
善活動支援：１社（１年間）<±０社（１年間）>、啓発セミナー：１回<±０回>）。

食品加工機器等の整備や県内受発注の促進に向けて相談窓口を新たに設置（２か所、周知用チラシ2,000部作
成）したほか、県内食品加工機器製造・整備事業者の情報を掲載した冊子を新たに作成し配布した（1,500部作
成）

新たに食品製造支援コーディネーター１名を配置し、食品製造事業者の事業拡大の取組を支援した（支援プラ
ン提案３件、マッチング成約７件）。

成果・業績指標① 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

加工食品・日本酒の輸出金額（千円）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等
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（３）幅広いパートナー企業や流通チャネルを活用した販路の拡大【秋田うまいもの販売課】

・

・

・

・

（４）エリアやターゲットを戦略的に選定した秋田の「食」の輸出拡大と、独自性の高い誘客コンテンツとしての活用

【観光振興課、秋田うまいもの販売課】

・

・

・

３　総合評価結果と評価理由

●定量的評価：代表指標の達成状況から判定する。

　 「A 」：代表指標が全て「ａ」、「B 」：代表指標に「ｂ」があり、「ｃ」以下がない、「C 」：代表指標に「ｃ」があり、「ｄ」以下がない

　 「D 」：代表指標に「ｄ」、「ｅ」を含む。ただし、「Ｅ 」、「Ｎ 」に該当するものを除く、「E 」：代表指標が全て「ｅ」、「Ｎ 」：代表指標に「ｎ」を含む

●定性的評価：成果指標・業績指標の達成状況を踏まえた上で、施策の取組状況とその成果、外的要因等から判定する。

■ 総合評価：定量的評価を踏まえた上で、定性的評価を考慮して、総合的な観点から「A」、「B」、「C」、「D」、「E」の５段階に判定する。

指標 代表①、成果①

あきた美彩館において、新商品等の販路開拓に向けたテスト販売への支援を行った（申請件数４件<△13件
>）。

県産食材マッチング商談会（令和２年11月、秋田市）を開催した（成約件数135件<△53件>、成約金額42,125千
円<△17,521千円>）。

「あきた食のチャンピオンシップ2020」（令和２年７月、秋田市）を開催し、受賞商品のＰＲを行った（応募
件数51件<△35件>）。

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

感染拡大の影響で売上が減少した県内食品事業者の支援を行うため、ＪＲ東日本秋田支社と連携し、「あきた
産直市」（令和２年10月浦和駅、11月仙台駅、12月大宮駅）を開催した（実施回数３回、出店者数26社、売上
金額13,479千円）。

指標 代表①、成果①

韓国では釜山日本酒商談会（令和２年１１月）、光州商談会（３年２月）に出展し、県内食品事業者の商品
（稲庭うどん,いぶりがっこ、日本酒）が３件成約（2,100千円）に至った。

本県の豊かな発酵食文化を体験、見学等可能なあきた発酵ツーリズム拠点施設を延べ７施設<＋１施設>整備し
た（累計来場者数５万人以上：令和３年１月現在）ほか、首都圏ローカルテレビ番組の制作、首都圏百貨店に
おけるあきた発酵ツーリズムのＰＲ企画、「あきた発酵カレッジ」の開催等を通じ、多方面へプロモーション
を展開した。

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

感染拡大の影響で渡航がかなわなかったため、オンライン商談を行って成約となった食品を台湾に送り、秋田
県主催の秋田物産フェア（令和２年11月～12月）を実施した（成約10社、約3,100千円）。

総合評価 評価理由

Ｄ

●

●

●

●

■

代表指標の達成状況については、①「食料品・飲料等製造品出荷額等」は「ｎ：未判明」で
あり、定量的評価は「Ｎ」。

代表指標①に関しては、令和元年速報値が1,332億円となり、２年目標値（1,290億円）の
103.3％の水準に達している。しかし、２年の実績値については、県が各業種に行ったヒア
リング等によると、新型コロナウイルス感染症拡大に伴った外食需要の減少などにより、清
酒出荷量は対前年比9.1％（元年17,811kl→２年：16,183kl）の減少、お土産品等としての
売り上げが大きい稲庭うどんやいぶりがっこも対前年比１割～４割ほど減少しており、２年
目標値を下回る見込みとなっている。

売上げが落ち込んだ事業者を支援するため、日本酒セットの特別販売会や統一ラベル酒の企
画・販売、県内量販店における県産品購入者へ送料の一部を負担するキャンペーンを実施し
たところ、特別販売会では約2,100万円、統一ラベル酒は約3,000万円を売り上げたほか、同
キャンペーンに参加した12社の売り上げが対前年同期比が平均144％、注文件数で141％とな
るなど、日本酒や県産品の販売拡大につながった。

また、「あきた発酵ツーリズム」については、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響によ
り来客数が前年の約１／３程度に減少しているものの、アフターコロナにおける誘客の増加
を見据え、補助金等を通して施設整備及び地域における誘客の取組を推進した。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合
評価は「Ｄ」とする。
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４　県民意識調査の結果

　肯定的意見

　ふつう

　否定的意見

　わからない・無回答

　※端数処理の関係で満足度の割合の合計は100％にならないものもある。

質問文 　日本酒や発酵食品など、秋田の食品が国内外の市場で盛んに流通している。

25.6% 27.4% 23.9% △3.5

　十分 （５点） 3.0% 3.8% 3.0% △0.8

　おおむね十分 （４点） 22.6% 23.6% 20.9% △2.7

（３点） 41.6% 42.4% 42.0% △0.4

15.1% 14.8% 16.6% ＋1.8

　やや不十分 （２点） 11.0% 10.6% 11.0% ＋0.4

　不十分 （１点） 4.1% 4.2% 5.6% ＋1.4

17.6% 15.3% 17.6% ＋2.3

　平均点 3.11 3.14 3.06 △0.08

調査結果の認識、取組に関する意見等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査年度
　満足度

Ｒ１
（Ｈ３１）

Ｒ２
（Ｈ３２）

Ｒ３
（Ｈ３３）

Ｒ４
（Ｈ３４）

前年度比

満
足
度

○

○

５段階評価の満足度の平均点は「3.06」で、「ふつう」の３より0.06高かった。回答では「ふつう」が最も多
かった。
「十分」と「おおむね十分」を合わせた割合は23.9％、「ふつう」は42.0％、「不十分」と「やや不十分」を
合わせた割合は16.6％であった。また、「肯定的意見」と「ふつう」を合わせた割合は65.9％であった。

「不十分」又は「やや不十分」の理由や県に求める取組として以下のような意見があった。
・品質を上げていくと同時に、"ブランド"として大きく捉えてもらえるような宣伝の機会をたくさんつくるこ
とができると良いと思う。（女性／30歳代／北秋田地域）
・インターネットを活用し、もっと海外にＰＲするべき。（男性／50歳代／仙北地域）
・日本酒はかなり力をつけてきましたが、発酵食品まで範囲を広げると他県の動きに押されている感じがする
ので、強みの日本酒を軸に製造・卸・小売・飲食が一体となった取組が必要だと思います。（男性／60歳代／
秋田地域）
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５　課題と今後の対応方針

（１） ○

○

○

○

（２） ○ ○

（３） ○ ○

○ ○

● ●

（４） ○

○

○

○

　※●は県民意識調査結果に関する課題と今後の対応方針

６　政策評価委員会の意見

米どころでありながら、秋田米を活用した米加
工品の魅力を県内外へ伝えきれていない。

令和４年にデビューするサキホコレの試作を含
め新商品の開発の機運は高まっているが、飲食
店などの休業要請の影響を受け、販路開拓や販
売額の増加には至っていない。また、オリジナ
ルあめこうじ、秋田味噌、酒米新品種など特色
ある素材を生かした商品の販売量、金額が伸び
ていない。

秋田米使用を示すロゴマークの普及、ガイドブック
の作成等を通じ、消費者、バイヤーをはじめとする
関係者へ訴求する取組を行う。

生産から加工、販売までの一貫した体制づくりや県
オリジナル技術を活用した製品開発を推進すること
で、米加工分野の製品開発を推進する。

県内食品製造業は、従業者数30人以上の比較的
規模の大きな事業所が少なく、１事業所当たり
の製造品出荷額等も少ない状況にある。

県内食品製造事業者の事業活動の中核を担う人材の
育成、及び生産性向上のための生産環境の整備や企
業連携の取組を支援する。

マッチング商談会は、回を重ねるにつれ来場す
るバイヤーが固定化しており、県内食品事業者
の参加意欲の低下が懸念される。

新規バイヤー獲得のため新商品開発を促し、展示商
品をより魅力のあるものにする。

新型コロナウイルス感染症の拡大により、県外
バイヤーが来県できない状況が発生している。

新型コロナウイルス感染症の影響で来秋が困難な県
外バイヤーについてはオンラインで商談を行う。

日本酒はかなり力をつけてきたが、発酵食品ま
で範囲を広げると他県の動きに押されている感
じがするので、強みの日本酒を軸に製造・卸・
小売・飲食が一体となった取組が必要だと思
う。（県民意識調査より）

発酵食品については、今後発酵食品や見学等ができ
る施設を網羅したガイドブックを作成することによ
り、本県の発酵食品の認知度向上を目指す。日本酒
については、引き続き酒蔵や酒造組合等と連携し、
県産日本酒の売り込みを図る。

輸出に取り組む事業者が固定化しているほか、
日本酒、稲庭うどんに次ぐ第三の輸出商材が見
出せていない。

「あきた発酵ツーリズム」の体験型観光コンテ
ンツは徐々に整備されつつあるが、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大の影響で拠点施設への来
客が伸び悩んでいる。

日本酒・稲庭うどん以外にも、その他商材（特に発
酵食品）の輸出が伸びており、今後も輸出商材の多
角化に取り組んでいきたい。新型コロナウイルス感
染症の拡大の影響を踏まえてオンライン商談を行い
成約数を確保する。

新型コロナウイルス感染症の収束後に向けて、整備
した拠点施設を中心に発酵ツーリズムのＨＰ等での
発信を強化していく。また旅行商品造成のために旅
行会社との連携を強化する。

施策の
方向性

課題（施策目標達成に向けた新たな課題、環境変化等
　　　　により生じた課題　など）

今後の対応方針（重点的・優先的に取り組むべきこと）

自己評価の「Ｄ」をもって妥当とする。
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